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⾷料・農業に関連する環境関係の国際的なテーマは拡⼤傾向にある

 ⾷料・農業に関連する環境関係の国際的な論点は、⽣物多様性、気候変動、森林・⼟壌保全、廃棄
物管理など広範にわたっており、拡⼤傾向にある。

 国連を中⼼とした⼤型国際会議の成果の上に、その具体化のための国際機関等での検討作業や、有志
国による野⼼的なイニシアティブが⽴ち上げられ、複数の場で並⾏して議論が⾏われている。

国連SDGs
国連⾷料システムサミット

気候変動への対応

⽣物多様性損失の回復

持続可能な⾷料システム

プラスチック廃棄物の削減

気候変動枠組条約
（COP26/27）

森林減少リスク商品の
デューディリジェンス

⽣物多様性条約（COP15）
昆明・モントリオール
⽣物多様性枠組

国連環境総会（UNEA5.2）

主なテーマ ⼤型国際会議の成果

森林破壊・⼟壌劣化の抑⽌

国際機関等での作業・
有志国の野⼼的なイニシアティブ

G7・
G20

OECD等による
⾃主ガイドライン策定

プラスチック国際条約交渉

SDGs⽬標の進捗に係る議論

気候変動関係の
様々なイニシアティブ

パリ協定
グローバルストックテイク
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G7⾸脳声明において、⺠間セクターの⾏動・協⼒の強化を提⾔

 本年我が国が議⻑国を務めたG7においては、⾸脳声明において、環境課題への対応と持続可能なサプ
ライチェーンの確⽴を中⼼的な課題の⼀つと位置付け、⺠間セクターの⾏動・協⼒の強化を提⾔。

2023年G7⾸脳声明（議⻑国:⽇本）（抜粋）
22. 我々は、（中略）⼀次資源の使⽤量を削減し、気候変動やその他の環境⽬標の達成に貢献することを強調し、ステー

クホルダー、特に企業に対し、そうした⾏動を強化することを奨励する。

24. 我々は、2030年までに森林の消失と⼟地の劣化を阻⽌し反転させるというコミットメントを改めて表明し、（中略）持続
可能なバリューチェーン及びサプライチェーンを⽀援し、持続可能な森林経営と⽊材利⽤を促進することにコミットしている。
（中略）我々は、関連商品の⽣産に関する森林減少並びに森林及び⼟地の劣化のリスクを低減し、この問題に関す
る様々なステークホルダーとの協⼒を強化するための取組を継続することにコミ ットする。

32.我々は、（中略）包摂的で、強靱で持続可能な農業と⾷料システムの確⽴が急務であることを認識する。これには、既
存の国内農業資源を活⽤し、貿易を促進することによる現地⽣産能⼒の向上、気候変動への適応と緩和及び⽣物多
様性の保全を伴う持続可能な⽣産性向上、並びに持続可能な⾷料消費が含まれる。我々は、（中略）研究開発
（Ｒ＆Ｄ）や責任ある投資において、中⼩企業やスタートアップを含む⺠間セクターの役割を強調する。
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⽣物多様性の新たな世界⽬標には、⾷品企業と深く関連する⽬標もある

 2022年12⽉の⽣物多様性条約（CBD）第15回締約国会議において、2030年に向けて⽣物多様
性の損失を回復・反転させるための世界⽬標「昆明・モントリオール⽣物多様性枠組」が採択された。

 ⽬標（ターゲット）の中には、持続可能な農林⽔産業、⼤企業等による⽣物多様性に係るリスクの開⽰、
⾷料廃棄の半減等、⾷品企業と深く関連するものも含まれる。

1. ⽣物多様性に配慮した空間計画の策定
2.劣化した⽣態系の30%の地域を効果的な回復下に置く
3.陸域・海域の少なくとも各30%を保護地域及びその他の効果的な⼿
段（OECM）により保全 （30 by 30）

4.種の絶滅リスクの⼤幅削減に向けた緊急の管理⾏動実施
5.乱獲の防⽌
6.侵略的外来種の対応

7.環境中に流出する過剰な栄養素の半減、農薬及び有害性の⾼い化学
物質による全体的なリスクの半減、プラスチック汚染の防⽌・削減

8. 気候変動による⽣物多様性への影響の最⼩化

13. 遺伝資源及びデジタル配列情報(DSI)に係る利益配分の措置

9. 持続可能な野⽣種の管理と利⽤

10.農業、養殖業、漁業、林業地域が持続的に管理され、⽣産シ
ステムの強靭性及び⻑期的な効率性と⽣産性、並びに⾷料安全
保障に貢献

11. ⾃然の調整機能の回復、維持、強化
12.都市部における緑地・親⽔空間の確保

昆明・モントリオール生物多様性枠組における23の目標

14. ⽣物多様性の多様な価値を、政策・⽅針・規制の中で主流化
15. ⼤企業や⾦融機関等による⽣物多様性に係るリスクの開⽰
16. ⾷料廃棄の半減、過剰消費・廃棄物発⽣の⼤幅削減等持続可能
な消費

17. バイオセーフティのための措置、バイオテクノロジーの取扱い

18. ⽣物多様性に有害なインセンティブ（補助⾦等）の特定、及びその廃
⽌⼜は改⾰を⾏い、少なくとも年間5,000億ドルの削減とともに、⽣物多
様性に有益なインセンティブを拡⼤

19. 国内、国際、公共及び⺠間を含むあらゆる資源から、年間2,000億ド
ルを動員、先進国から途上国への国際資⾦は2025年までに年間200億ド
ル、2030年までに年間300億ドルまで増加

20. 能⼒開発並びに技術へのアクセス及び技術移転
21. 情報及び知識へのアクセス強化
22. 先住⺠及び地域社会、⼥性及び⼥児、若者、障害者の参画
23. ジェンダー平等の確保
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森林デューディリジェンスをめぐる法規制を含む議論が活発化している

英国 環境法 (2021) EU 森林減少フリー規則 (2023)

概要 英国内において事業活動を⾏う⼀定規模以
上の企業に対し、

① ⽣産国で違法に⽣産された「森林リスク
商品」（⼤規模森林破壊につながり得る産
品）の国内での使⽤を禁⽌。

② 合法性確認・リスク評価等のデューディリ
ジェンスを実施し、毎年政府に報告することを
義務付け。
（※報告書は公開）

EU市場で対象商品⼜は派⽣製品を輸出⼊する事業者
（オンライン販売業者も含む。）に対し、以下を義務付
け。

①「森林減少フリー産品」ではない商品、⼜は⽣産国で
違法に⽣産された商品の域内への持込禁⽌
②デューデリジェンスの実施・書⾯の事前提出
＜森林減少フリー産品とは＞

2020年12⽉31⽇以降の森林減少を伴わない農地で
⽣産されたことが地理的情報等に基づき証明される産品

対象品⽬ ⽜（⽜⾁、⽜⽪）、カカオ、コーヒー、トウモロ
コシ、パーム油、ゴム、⼤⾖
（※詳細は⼆次法令で制定）

⽜、カカオ、コーヒー、パーム油、ゴム、⼤⾖、⽊材及びこ
れらを原料とする製品
（※⽜⾁、⽜⽪⾰、チョコレート、コーヒー、化粧品、脱脂
⼤⾖、⽊製家具、印刷紙等の加⼯品を含む。）

対象企業 ⼤企業
（※詳細は⼆次法令で制定。⼈権DD法で
は連結決算ベースの売上⾼が年3600万ポン
ド以上の企業（外国に本拠を置く企業の英
国法⼈を含む。）が対象）

全ての企業
（※中⼩企業のデューデリジェンス要件は簡素化）

実施項⽬ 産品の⽣産に関する情報収集、リスク評価、リ
スク緩和措置の実施等

産品が⽣産された地理座標等の特定、リスク評価、リスク
緩和措置の実施等
（※商品の輸⼊前に当局へのデューデリジェンスステート
メントの提出が必要）

 国連の報告書において、森林減少の要因の90％は農業利⽤のための⼟地転換と指摘。

 英国、EUでは、森林減少の要因と指摘されているコモディティ（⽜、カカオ、コーヒー、パーム、⼤⾖等）の
合法性確認等、デューディリジェンスを義務付ける法規制を制定。⺠間セクターにおいても、持続可能な状
況で⽣産された農産物の認証制度などの動きが出ている。

 G7やOECDでも、農産物による森林減少を防⽌する⼿段が議論されている。

（参考２）英国・EUにおける森林デューデリジェンスを義務付ける法規制（参考１）森林減少の要因分析（2000-2018年）

（注）2000年から2018年に発⽣した森林減少を要因別に⽰す。
橙⾊が畑地への転換、緑⾊が牧草地への転換を⽰しており、
両者の合計で森林減少の要因の約9割を占めている。

（出典）FAO (2022) FRA 2020 Remote Sensing Survey
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OECDは企業の持続可能な調達に関する⾃主ガイドラインを発表

 OECDは、⾷料・農業サプライチェーンにおける持続可能な調達を促進するため、G7や国連機関と協⼒し、
セクター・課題別の⾃主ガイドラインを策定。リスクに基づくデューディリジェンスの実施を推奨。

OECD-FAO「農業サプライチェーンにおける森林減少デューデリジェンスに関するハンドブック」（2023年7⽉公表）
 森林減少を伴う可能性のある農産物・⾷品や原料を取り扱う全ての企業に対し、リスクに基づく
デューデリジェンスの実施を⽀援するガイドライン。独（2022年G7議⻑国）が作成を⽀援。

 森林減少を伴う可能性のあるコモディティの例として、⽜⾁・⽜乳・⽪⾰・⼤⾖・パーム・カカオ・コーヒー・
⽊材・ゴムが挙げられている。

OECD「多国籍企業⾏動指針」（2023年6⽉改訂）
 多国籍企業に対し、環境、⼈権等幅広い分野を対象として、企業が扱う製品・サービスのライフサイクル

全体にわたり、リスクに基づくデューデリジェンスの実施を含め、環境への影響を適切に管理する体制を
構築すべきと提⾔。

 2023年6⽉の改訂において、気候変動・⽣物多様性・森林減少は、企業が対処すべき環境課題と
位置づけ。

OECD-FAO「責任ある農業サプライチェーンのためのガイダンス」（2016年公表）
 農業・⾷料サプライチェーンに関わる全ての企業に対し、⼈権・労働者の権利・安全衛⽣・栄養・環

境・天然資源・ガバナンス・知的財産・動物福祉等の課題に関し、リスクに基づくデューディリジェンスの
⼿続きを提⽰し、実施を推奨。
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⾷品産業にかかわる環境課題

7
資料︓農林⽔産省「⾷品企業のためのサステナブル経営に関するガイダンス」（令和5年3⽉）を加⼯

 ⾷品産業は、原材料の⽣産から加⼯、流通、消費に⾄るバリューチェーンの全体で、環境や
社会の持続可能性に関する様々な問題と密接に関わっている。

 近い将来に、我々の⽣活や地球環境に、深刻な影響をもたらす可能性がある問題も多く、解
決に向けた⾏動をすぐに始めることが、⾷品産業にかかわる企業にも求められている。

気候変動の問題を放っておくと…

（出所）温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防⽌活動推進センターウェブサイト
（https://www.jccca.org/）

• 農産物の収量減少、家
畜の成⻑低下、害⾍の
発⽣量増加や⽣息地拡
⼤、病害被害の増⼤、
⽔産資源の分布域移動
や分布密度の低下

• 無降⽔⽇数の増加等に
よる渇⽔の深刻化、融
雪量の減少による河川
流量の減少、洪⽔を起
こしうる⼤⾬事象の増加
や洪⽔ピーク流量・氾濫
発⽣確率の増加

（出所）環境省「気候変動影響評
価報告書」（2020年）

プラスチック⽣産量

海洋プラスチックと⿂類の
割合

（重量⽐）1

世界の⽯油消費に占め
るプラスチックの割合2

世界の平均気温上昇を
2℃未満に抑制するために
排出可能な炭素（カーボン
バジェット）に占めるプラス

チックの割合3

1. ⿂類の資源量は⼀定と仮定（保守的
な仮定）

2. ⽯油消費量の成⻑率（年率0.5%）
は、プラスチック⽣産量の成⻑率
（2030年まで年率3.8%、
2030~2050年に年率3.5%）よりも
低い値を想定。

3. プラスチックから排出される炭素には、製
造時に使⽤されるエネルギーと、使⽤後
の焼却やエネルギー回収によって排出さ
れる炭素を含む。後者は、2014年に
14％、2050年に20％が焼却及び/⼜
はエネルギー回収されると想定。

（出所）Ellen Macarthur Foundation「The New Plastics 
Economy: Rethinking the future of plastics & 
catalysing action」（2016年）より抜粋（仮約）。

• ⿂類が微細なプラスチック
ごみ（マイクロプラスチッ
ク）を餌とともに摂取し続
けることで、最終的には⿂
類を⾷べる⼈間の体内
にもプラスチックごみが
蓄積し、健康に影響が及
ぶ可能性。

（出所） UNEP「From Pollution 
to Solution: a global 
assessment of marine litter and 
plastic pollution」（2021年）

プラスチック廃棄物の問題を放っておくと…



（参考）サステナビリティ開⽰の義務化

TCFD提⾔
2017年

2021年改訂

気候変動

ISSB基準の発表
2023年6⽉

各国が会計基準
への反映を検討※

⽣物多様性・⾃然資本

TNFDver1.0
2023年9⽉

ISSB基準の検討
※⽣物多様性の
COP15で表明

各国が会計基準
への反映を検討

有
価
証
券
報
告
書
द
भ
統
合
的
開
⽰
ष

任意 義務

※ EU、英、シンガポールは採⽤
⽇は検討中

気候変動にかかる情報開⽰は、任意開⽰に始まったが、国際サステナビリティ基準審議会
（ISSB）による標準化を経て、各国の会計基準に順次適⽤される予定であり、⽣物多様
性・⾃然資本にかかる情報開⽰も同様の流れになると⾒られている。
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（参考）サステナビリティ開⽰の義務化

○ ESG投資の判断材料となる、企業の⾮財務情報（サステナビリティ情報）の開⽰義務化等が、国内外で急速に進展。
○ 国内産業の持続的な発展を図るためには、ESGに対する正確な理解のもと、企業の取組を進めていくとともに、その取組内容を効

果的に開⽰し、第三者機関等の適切な評価等を確保していくことが重要。

農林⽔産省の取組
・ 【TCFD】TCFD⼿引書（⼊⾨編、実践編）を策定。官⺠円卓会議GHG⾒える化作業部会においてScope3を含む情報開⽰の対応を議論中。
・ 【TNFD】環境省・⾦融庁・国交省に続き、農林⽔産省がTNFD（⾃然資本財務関連情報開⽰）フォーラムに参加（2023年4⽉）。
・ 【サステナビリティ全般】官⺠円卓会議ESG／⼈権作業部会において意⾒収集を⾏い、「⾷品企業のためのサステナブル経営に関するガイダンス(2023年3⽉」を策定。

⼈権にかかるガイダンスを策定中。

TCFD(気候関連財務情報開⽰タスクフォース） TNFD（⾃然資本関連財務情報開⽰タスクフォース）

枠組み策定の⽬的 気候変動が組織に与える影響を開⽰することにより、投資家が組織の重⼤なリスク・
機会を適切に理解できるよう⽀援することを⽬的とする財務当局主導の枠組み。

⽣物多様性に係る企業情報開⽰を通じて資⾦の流れをネイチャーポジティブに変えることを⽬的とする⺠
間主導の枠組み。

開⽰枠組の概要

4つの主要分野（ガバナンス・戦略・リスク管理・指標と⽬標）

財務への影響のみを評価（シングルマテリアリティ）。
モノの流れ（サプライチェーン）に沿って評価。
温室効果ガス排出量を⽤いて地球規模、世界共通の尺度で測定。

財務への影響に加えて、環境への影響も評価（ダブルマテリアリティ）。
バリューチェーン全体のすべての事業活動が対象。
事業活動を⾏う⽣態系の種類（バイオーム）によってリスク・機会が異なる。

開⽰の義務化
（海外）

EU、英、⽶において、TCFDやそれと同等（EUではそれ以上）の情報開⽰の義務
化が予定または検討されている。
国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）がS1基準（全般）及びS2基準（気候
変動）を公表（2023年6⽉）。

EUにおいて義務化が予定されている。
国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）が基準を検討予定（時期未定）。

開⽰の義務化
（国内）

東証プライム市場の上場企業を対象にTCFD⼜はそれと同等の情報開⽰を要求
（2022年４⽉）。
ISSBが2023年6⽉に公表したS1基準及びS2基準について、⽇本サステナビリティ
基準委員会（SSBJ）で国内基準を検討中。

未定

情報開⽰枠組み策定及び義務化等の動き

※国際的に⼈権や⼈的資本にかかる情報開⽰の議論が進⾏中であり、ISSBの今後の検討テーマにも挙げられている。
TIFD（不平等）とTSFD（社会関連）が統合（2023年4⽉）。2024年の春ごろまでに基準案を公開予定。

※S1基準はESG課題共通の全般的な開⽰要求事項を規定、S2基準は気候変動の情報開⽰に独⾃の開⽰要求事項を規定。

資料︓農林⽔産省「⾷品産業の持続的な発展に向けた検討会」資料（2023年8⽉31⽇） 9
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13
資料︓農林⽔産省「⾷料・農林⽔産業の気候関連リスク・機会に関する情報開⽰（⼊⾨編）【第２版】」（令和4年6⽉）



⾷料・農林⽔産業の気候関連リスク・機会に関する情報開⽰(⼊⾨編・実践編)

14

 TCFD(気候関連財務情報開⽰タスクフォース)提⾔に基づく情報開⽰を推進するため、「⾷
料・農林⽔産業の気候関連リスク・機会に関する情報開⽰(⼊⾨編・実践編)」を策定
（2022年6⽉改訂） 。

⼊⾨編の導⼊⾴



15
15



●令和４年2⽉22⽇︓第１回開催
・スコープ３の算定に関して、グローバルに対応できる算出⽅法の体系化・業界毎のシンプルな計算ツール
や⼿引書が必要であり、CFP（カーボンフットプリント）のような、消費者に対して価値訴求していくことが重要

●令和４年7⽉８⽇ ︓第２回開催
・認知度のみでなく、訴求⼒の向上が重要であり、消費者の⾏動変容につながるような具体的な案を出して
⾏動していくべき
・算定に関しては、厳格すぎずかつ信頼性を担保できるルール作りが必要

●令和５年3⽉24⽇︓第３回開催
・環境コミュニケーションの在り⽅を検討するタスクフォース（TF）の設置提案

●令和５年9⽉７⽇ ︓第４回開催
・計４回の会合・勉強会を通して、算定・表⽰ルールの在り⽅について議論し、TFから中間報告を⾏った

加⼯⾷品にかかる環境コミュニケーションを検討するタスクフォースの概要

⾏政︓農⽔省/環境省

⺠間︓コア（事務局）企業

⺠間︓参加企業

タスクフォースの座組 タスクフォース設置要旨
○ ⺠間と国が連携して推進
○ 本作業部会にタスクフォースを設置
○ 事務局としてとりまとめを担うコア企業を募集
○ 事務局補佐にボストンコンサルティング

タスクフォースでの論点
○ フードサプライチェーン全体の環境コミュニケーションの実効

性を⾼めるため、算定ルール・表⽰ルールの在り⽅を検討

温室効果ガス⾒える化作業部会での論点

16
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⽣物多様性国家戦略2023-2030の構成

2030年に向けた⽬標︓ネイチャーポジティブ（⾃然再興）の実現

基本戦略１
⽣態系の健全性

の回復

基本戦略２
⾃然を活⽤した
社会課題の解決
（NbS）

基本戦略４
⽣活・消費活動
における⽣物多
様性の価値の
認識と⾏動

基本戦略３
ネイチャー

ポジティブ経済の
実現

基本戦略５
⽣物多様性に係る
取組を⽀える基盤
整備と国際連携の

推進

2050年ビジョン『⾃然と共⽣する社会』第1部 戦略

状
態
⽬
標

基
本
戦
略

関
連
施
策

５つの基本戦略の下に25ある⾏動⽬標ごとに、関係府省庁の関連する施策を掲載

「2050年⾃然共⽣社会」「2030年ネイチャーポジティブ」の実現に向け、
５つの基本戦略、基本戦略ごとの状態⽬標（あるべき姿）・⾏動⽬標（なすべき⾏動）、関連施策を
各⾏動⽬標に紐づけることで、戦略全体を⼀気通貫で整理するとともに、進捗状況を効果的に管理

状態⽬標（３つ）
・⽣態系の規模と質の
増加
・種レベルでの絶滅リスク
低減
・遺伝的多様性の維持

状態⽬標（３つ）
・⽣態系サービス向上
・気候変動とのシナジー・ト
レードオフ緩和
・⿃獣被害の緩和

状態⽬標（３つ）
・ESG投融資推進
・事業活動による⽣物多
様性への配慮
・持続可能な農林⽔産
業の拡⼤

状態⽬標（３つ）
・価値観形成
・消費活動における配慮
・保全活動への参加

状態⽬標（３つ）
・データ利活⽤・様々な主
体の連携促進
・資⾦ギャップの改善
・途上国の能⼒構築等の
推進

⾏動⽬標（６つ）
・30by30
・⾃然再⽣
・汚染、外来種対策
・希少種保全

等

第2部 ⾏動計画

⾏動⽬標（５つ）
・⾃然活⽤地域づくり
・再⽣可能エネルギー導⼊に
おける配慮
・⿃獣との軋轢緩和

等

⾏動⽬標（４つ）
・企業による情報開⽰等
の促進
・技術・サービス⽀援
・有機農業の推進

等

⾏動⽬標（５つ）
・環境教育の推進
・ふれあい機会の増加
・⾏動変容
・⾷品ロス半減

等

⾏動⽬標（５つ）
・基礎調査・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
・ﾃﾞｰﾀ・ﾂｰﾙの提供
・計画策定⽀援
・国際協⼒

等

⾏
動
⽬
標
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19
資料︓PwCコンサルティング合同会社「令和４年度⾷品企業の価値向上に向けた⾃然資本関連課題に係る⾷品産業等の企業⾏動調査委託事業報告書」（令和5年3⽉）



20資料︓PwCコンサルティング合同会社「令和４年度⾷品企業の価値向上に向けた⾃然資本関連課題に係る⾷品産業等の企業⾏動調査報告書」（令和5年3⽉）

# 課題分類 A.⾷品製造業 B.外⾷産業 C.⾷品流通業 D.農林⽔産業
1 持続可能な⾷料⽣産 - - - ○
2 ⽣物資源の保全・再⽣ - - - ○
3 有機塩、殺⾍剤等流出の抑⽌、農薬・投薬削減 - - - ○
4 遺伝⼦組み換え・外来種の適正な管理と利⽤ - - - ○
5 サステナビリティに配慮した調達 ○ ○ ○ -

6 ⾷料廃棄の削減 ○ ○ ○ -

7 廃棄物削減（プラスチック等） ○ ○ ○ -

8 地域での循環や連携 ○ ○ - -

9 ⽣活者のサステナブルな消費⾏動の促進 - - ○ -

10 淡⽔利⽤の配慮（⽔ストレス）、きれいな⽔ ○ ○ ○ ○

 近年、重要性が⾼まっている企業の⾃然資本に関する取組課題に対して、⾷品企業による取組を推進
し、さらに情報開⽰により⾷品企業の企業価値を向上させることを⽬指して、「令和４年度⾷品企業の
価値向上に向けた⾃然資本関連課題に係る⾷品産業等の企業⾏動調査報告書」を公表（2023年
3⽉） 。

 ⾷品企業において、⾃然資本への配慮を進め、⾃然資本の毀損を防ぐため、国際的な枠組みイニシアチ
ブ等の動向から⾷品企業に求められる10の⾃然資本課題を定義し、業種ごとに特に取組が必要な５
つの課題に絞って、参考となる主な⾏動事例を紹介（各業種７事例、計28事例）。

令和４年度⾷品企業の価値向上に向けた
⾃然資本関連課題に係る⾷品産業等の企業⾏動調査報告書
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⾷品企業のためのサステナブル経営に関するガイダンス

22

 中堅・中⼩を含めた⾷品企業の持続可能性に配慮した経営（サステナブル経営）を進める
ため、「⾷品企業のためのサステナブル経営に関するガイダンス」を策定（2023年3⽉） 。
章 概要 想定する読み⼿

I. はじめに
II. サステナブル経営の重

要なポイント

 サステナブル経営が必要とされる背景や、サステナブル経営を実践する
際の重要なポイントを解説

 サステナブル経営の実践を⽬指す中堅・中⼩⾷品企業の経営者
 サステナブル経営に対する経営層の理解を醸成したい中堅・中⼩⾷品

企業の実務担当者

III. ESG課題別
⽬標設定と取組の
⽅法

 下記7つのESG課題別に、なぜ取り組むのか（課題と⾷品企業の関
わり）、何に取り組むのか（⽬標の設定）、どうやって取り組むのか
（取組の⽅法）を解説

 ⼤⼿⾷品企業の調達先である中堅・中⼩⾷品企業の実務担当者（企
業の上場・⾮上場を問わない）

⼊⾨〜
応⽤編

<多くの⾷品企業に共通して特に重要なESG課題>
①気候変動
②⼈権尊重

 気候変動や⼈権尊重などへの対応にこれから取り組もうとする中堅・中⼩
⾷品企業の実務担当者
（企業の上場・⾮上場を問わない）

<法令によって対応が求められているESG課題>
③⾷品ロス削減・⾷品廃棄物リサイクル
④脱プラスチック、容器包装リサイクル

応⽤編 <企業によって重要性が異なるESG課題>
⑤⾃然環境・⽣物多様性の保全
⑥アニマルウェルフェアへの配慮、抗菌剤使⽤の抑制
⑦消費者の健康・栄養

 気候変動や⼈権尊重に加えて、さらにESG課題への対応を進めたい中
堅・中⼩⾷品企業の実務担当者
（企業の上場・⾮上場を問わない）

IV. ESG課題別
情報開⽰の⽅法

⼊⾨編  顧客企業である⼤⼿⾷品企業向けの情報開⽰の考え
⽅を解説

 顧客企業である⼤⼿⾷品企業から求められるアンケート調査への回答等
を⾏う中堅・中⼩⾷品企業の実務担当者
（企業の上場・⾮上場を問わない）

応⽤編  社内外の幅広い利害関係者向けの情報開⽰の考え⽅
や上記7つのESG課題別の特徴的な開⽰項⽬を解説

 顧客企業に限らず、幅広い利害関係者への情報開⽰をこれから⾏う中
堅・中⼩⾷品企業の実務担当者
（主に上場企業を想定）付録︓⽬標設定・開⽰事

項参考集
応⽤編  国内外の基準・イニシアチブ等が定める、ESG課題

別の⽬標設定・情報開⽰項⽬の例を記載



〇 気候変動など⾷料システムを巡る環境が変化する中、フードサプライチェーンにおける様々な共通課題の解
決のため、官⺠が連携して課題とその解決策を検討するとともに、幅広い関係者が課題解決策の知⾒を共
有することを⽬的とし、令和４年８⽉にフードサプライチェーン官⺠連携プラットフォーム（FSPPP）を設⽴。

フードサプライチェーン官⺠連携プラットフォーム(FSPPP)について

（⼀財）⾷品産業センター
（⼀社）⽇本惣菜協会
（⼀社）⽇本⾷品機械⼯業会
（公財）⾷品等流通合理化促進機構
（⼀社）⽇本加⼯⾷品卸協会
（⼀社）⽇本スーパーマーケット協会
（⼀社）⽇本フードサービス協会

(企画・運営)

会 員（幅広いステークホルダー）
 ⾷品産業・農林⽔産業に関連する企業及び業界団体
 教育・研究機関、⾦融機関、⾃治体、⾮政府組織、任

意団体等

課題提起・課題
解決検討に参加

情報提供・
課題解決の⽀援

伴⾛型で官⺠が⾞の両輪となって課題を解決
幹事会

新事業・⾷品産業部
企画グループ

農林⽔産省

⾷品産業の共通課題の解決策を官⺠連携して検討し、解決策を共有
（⾷品ロス、ESG、物流改善、地⽅の⾷品産業の発展など）

主な取り組み

事業環境の変化
（設⽴趣旨より抜粋）

体制と狙い

⾷品産業は、消費者に多様な⾷品を安定的に供給する重要
な産業であるが、我が国において少⼦・⾼齢化が進む中、国内
市場の縮⼩、労働⼒不⾜、低い利益率と賃⾦、経営承継など、
⾷品製造や流通、外⾷等のそれぞれが共通する課題に直⾯して
いる。

また、令和３年９⽉に開催されたＧ20 農業⼤⾂会合や国
連⾷料システムサミットをはじめとして、世界的に持続可能な⾷
料システムの構築が求められており、⽇本においても、みどりの⾷
料システム戦略の達成に向け、⾷品ロスの削減や持続可能な原
料調達等の⽬標達成に向けた取組を進めていく必要がある。

さらに、近年、消費者の嗜好やライフスタイルの多様化、ESG⾦
融の広がり、AI・ロボット等の新技術の普及など、事業環境の変
化も進んでいる。

 セミナーの開催（オープン）
 課題解決策検討のための会議の開催
 ＨＰを開設し⾷品産業の課題解決に必要な情報を発信
 調査の実施

加⼊申込先
フードサプライチェーン官⺠連携プラットフォーム（FSPPP）
ホームページ
URL:https://fsppp.net/
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